
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

〇

〇府

令

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
六
年
内
閣
府
令
第
四
十
四
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
号
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
令
第
二
十
四
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る

事
由
）

（
令
第
二
十
四
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る

事
由
）

第
五
十
八
条

令
第
二
十
四
条
第
二
項
の
内
閣
府
令

で
定
め
る
事
由
は
、
次
に
掲
げ
る
事
由
と
す
る
。

第
五
十
八
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

四

災
害
そ
の
他
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
と
し

て
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
場
合
に
該
当
し
、

保
育
の
提
供
が
な
さ
れ
な
い
日
数
が
一
月
当
た

り
五
日
を
超
え
る
こ
と

﹇
号
を
加
え
る
。﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
令
和
二
年
二
月
二
十
五
日
か
ら
適
用
す
る
。

（号 外）
独立行政法人国立印刷局

目

次

令和年月日 木曜日 (号外特第号)官 報

〇
内
閣
府
令
第
六
号

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
令
（
平
成
二
十
六
年
政
令
第
二
百
十
三
号
）第
二
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
二
月
二
十
七
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

〔
府

令
〕

〇
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
（
内
閣
府
六
）

〔
告

示
〕

〇
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
規
則
第
五

十
八
条
第
四
号
に
規
定
す
る
内
閣
総
理
大

臣
が
定
め
る
場
合
を
定
め
る
件

（
内
閣
府
一
八
）

〇
昭
和
五
十
五
年
建
設
省
告
示
第
千
七
百
九

十
八
号
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
国
土
交
通
二
〇
二
）
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